
指摘事項 措置状況

　市営住宅を退去するに当たり，退去届は退去の
７日前までに提出しなければならないことは規則
に定められていることはもとより，旭川市営住宅
住まいのしおりにも記載されている。
　そこで今回，令和２年度の退去届出書類を閲覧
したところ，令和２年度の退去件数291件のうち
123件について，退去日前６日以内の提出となっ
ていた。これは規則違反である。
　今後，退去届の提出期限の順守を周知徹底する
必要がある。

建築部市営住宅課
　退去を予定している入居者に対して退去届の提
出期限の説明を行い，提出期限までに退去届の提
出を受けるよう改善した。

　今回の監査の過程において，東豊団地の８世帯
について，平成31年４月から令和４年３月までの
３年間にわたって入居者に誤った家賃を通知し，
過少に徴収していた事案が発覚した。
　これは，家賃の決定後，家賃通知書を作成する
過程において，専用システムに誤った利便性係数
を入力していた結果，決定した家賃よりも低い家
賃で通知し，その誤りに気付かず，家賃の過少徴
収が継続してしまったためである。
　本来入居者の家賃は，同じ団地であっても部屋
の間取りや設備が異なるため，それぞれ設定する
必要がある。そのため，１件ずつ利便性係数の算
定資料を確認しながら手入力していく作業におい
て，入力誤りが生じる可能性は十分に想定され，
入力誤りを発見するための確認体制の整備及び運
用が従来から必要であったと思われる。
　家賃の徴収誤りはあってはならず，早急に再発
防止のための体制を構築することが必要である。

建築部市営住宅課
　家賃通知書の作成に当たっては，システムへの
入力の際に，主務者と副務者の２名でその内容に
ついて確認を行うことで，再発防止を図ることと
した。

　　１．募集・入居審査事務

　　　（11）監査結果と意見

　　２．家賃決定

　　　（５）監査結果と意見

第４ 監査各論

令和３年度包括外部監査の結果に関する報告書

(住宅行政に関する事業の事務の執行について)

　Ⅰ．市営住宅

　　　　　⑥退去届の提出期限の順守について

　　　　　③システム入力結果の確認体制の構築について

1 / 9



指摘事項 措置状況

　所管部局は入居者に対してその都度，居住ルー
ルの説明をしているものの，今回の現地視察の
際，以下のような事例があった。入居者の安全確
保や住民間の公平性等の観点から，今一度，居住
ルールの徹底を図る必要がある。
　イ　建物内共用部分に私物が置かれている。
　ロ　認められていない場所に駐車している。
　ハ　敷地内の一部で農作物を栽培している。

建築部市営住宅課
　市営住宅の入居ルールが守られていない住棟に
ついては，入居者からの通報等があった場合，掲
示板に注意喚起文を掲示するほか，家賃の納付書
に同封する案内書に注意事項として記載し周知し
ており，ルールが守られていない場合には，対象
となる入居者へ粘り強く改善を求める。

　公有財産台帳において，平成29年10月31日に建
築された第２豊岡団地１－Ａ号棟物置について，
台帳で取得事由コード及び取得年月日が記載され
ていない。旭川市公有財産規則第58条第３項第５
号において，増減の事由及び年月日を台帳に記載
することが求められており，当該記載が必要であ
る。

建築部市営住宅課
　取得事由及び取得年月日について記載した。

　　６．財産管理

　　　（６）監査結果と意見

　　　　　②第２豊岡団地１－Ａ号棟物置について

　　４．現地視察

　　　（５）監査結果と意見

　　　　　⑨監査結果と意見

　　　　　　ａ）入居者に対する居住ルールの徹底について
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意見の概要 意見に対する考え方

　入居者資格として市税等に滞納がないことを求
めるかどうかについては，住宅困窮者への配慮は
当然重要であるが，同時に，市営住宅家賃も含め
た市税等の収納の確実性確保の観点からも総合的
に勘案すべき問題であろう。入居時点で市税等の
滞納がある場合，市営住宅家賃も滞納する可能性
は高いのではないかと危惧する。
　そこで，条例において，原則として市税等に滞
納がないことを入居者資格として規定した上で，
特段の事情がある等，一定の場合には市税等の滞
納があっても入居者資格を満たすという例外規定
を設けることは検討に値するのではなかろうか。

建築部市営住宅課
　公営住宅は，国民生活の安定と社会福祉の増進
に寄与することを目的に，住宅に困窮する低額所
得者に対して低廉な家賃で賃貸する住宅である。
市税等の滞納者は，生活や住宅に困窮している場
合が多いと推察され，市税等の滞納の有無を入居
資格要件に加えることは，公営住宅の目的からは
ずれるため，市税等の滞納の有無をもって入居を
拒むことはできない。
　市営住宅家賃の収納については，滞納が発生し
た場合の早期の対応（臨戸訪問による指導及び臨
戸徴収）により，滞納家賃の早期回収を図る。

　現在，入居辞退届の提出期限は特段定められて
いない。入居辞退が発生すれば，所管部局として
は別途新たな手続が必要となることに加え，新た
な入居者が入居するまでの期間，当該物件は空室
となってしまう。入居を辞退するのであれば明確
な理由を示し，しかるべき時期までに入居辞退届
を提出することは，入居予定者に求められる姿勢
であろう。
　入居辞退届の提出期限を設定し，当該期限の順
守を入居予定者に周知徹底することが必要であ
る。

建築部市営住宅課
　入居を辞退する者の多くが，住宅を内覧したあ
とに辞退していることから，内覧後の入居手続の
締切となる入居審査書類の提出日を入居辞退届の
提出期限として設定した。
　併せて，入居申込者に入居審査書類の説明を行
う際に辞退届の提出期限についても説明を行うよ
う改善した。

　令和２年第２回定期募集以降，新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止の観点から抽選会が非公開で
実施されている。
　この点，条例第６条第４項では，「…公開抽選
その他公正な方法で選考して入居者を決定する」
と規定していることから，抽選会を非公開とする
場合には，「その他公正な方法」で抽選が実施さ
れたことを担保するための施策を講じる必要があ
る。
　所管部局では，市営住宅管理業務の受託事業者
の立会いの下，抽選会についてビデオで録画して
いるとのことである。ただし，抽選会のビデオ記
録をどのように開示するかについては特段定めが
ない。
　そこで，入居申込者の求めに応じて抽選会のビ
デオ記録を公平・適時に開示するための方策を検
討することが望まれる。

建築部市営住宅課
　抽選会を非公開で行う場合は，入居申込者に対
し，抽選会を撮影した動画は求めがあれば閲覧可
能である旨，周知することとした。

第４ 監査各論

　　１．募集・入居審査事務

　Ⅰ．市営住宅

　　　（11）監査結果と意見

　　　　　④抽選会が非公開で実施された場合の対応について

　　　　　①市税等の滞納と入居資格について

　　　　　③入居辞退届の提出期限の設定について

令和３年度包括外部監査の結果に関する報告書

(住宅行政に関する事業の事務の執行について)
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意見の概要 意見に対する考え方

　公営住宅法施行令において収入申告に含めるべ
き所得の範囲が規定されており，その者の継続的
収入と考えることが当然な場合には，不動産収入
や配当所得，利子所得も所得として含める必要が
ある。しかしながら，入居者への配布資料では，
給与収入，事業収入，年金収入のみが収入の例と
して記載されており，不動産収入等は収入申告に
含めるべき所得に該当しないかのように捉えられ
る可能性があると考えられる。
　そこで，表現を「事業収入等」とし，注意書き
として不動産収入等も継続的な収入と考えること
ができる場合には，所得として含める必要がある
ことを明示することが望ましい。

建築部市営住宅課
　令和４年度に実施する収入申告の案内書の内容
を変更し，事業収入等の説明に不動産収入等を追
加した。

　滞納家賃については，できるだけ早い時点で，
なおかつ入居中に効果的な対策を取ることが回収
率を上げるためには非常に重要である。
　現在，退去滞納者の一部についてのみ外部委託
を行っているが，費用対効果を慎重に考慮した上
で，入居中の滞納者に対する外部委託の更なる活
用も検討に値すると思われる。

建築部市営住宅課
　委託する債権の内容については，退去者を対象
としているが，入居者については，居所が分かる
ため，滞納者との直接の折衝も可能であり，また
明け渡し請求等の法的措置も残されているため，
現時点では，入居者の債権は委託しない。

　令和２年度の不納欠損処分においては，当該債
務者は入居当初からおそらく一度も家賃の支払を
受けていないと思われ，そのような入居者が10年
以上も入居し続けていた状況は問題であり，結
果，不納欠損処分という事態に陥っている。
　現在は，職員の滞納債権に関する意識の向上に
より，このようなケースは生じないと思われる
が，入居者の家賃負担の公平性，入居希望者の入
居機会の喪失という点からも，滞納者に対しては
早期の対応，解決が望まれる。

建築部市営住宅課
　滞納者に対しては，督促状の送付や臨戸訪問に
よる指導，連帯保証人への通知などの対応を実施
しており，収納率の向上が図られていることか
ら，継続していく。

　　　Ｄ．不納欠損処分について

　　　　（５）監査結果と意見

　　　　　　①滞納者に対するより早期の対応について

　　　　　　　ａ）外部委託の更なる活用について

　　　　　　④退去滞納者に関する手続

　　　　（１）概要

　　３．徴収事務・滞納債権管理

　　　（５）監査結果と意見

　　　　　①収入申告における所得の範囲の周知について

　　２．家賃決定

　　　Ｃ．滞納債権に関する事務
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意見の概要 意見に対する考え方

　現在，連帯保証人への通知等は必ず行われてお
り特に問題はないが，今後も連帯保証人制度を実
効性のあるものとするため，連帯保証人への通知
等は必ず行うべきである。また，入居者に対し，
連帯保証人の異動状況について適宜報告するよう
求めることも方法として考えられるであろう。

建築部市営住宅課
　連帯保証人が異動した場合の届け出が必要であ
る旨は，年に１回，全入居世帯に対し，文書で通
知している。

　令和２年度の工事契約のうち，特に電気工事に
関して，直近５年間の平均落札率よりも高くなっ
ていた。競争性の確保に関して十分ではない可能
性があり，工事契約の経済性が損なわれている可
能性がある。
　電気工事以外の工事についても，過年度実績の
入札者数が少なく，かつ，落札率が高い工事につ
いては，入札参加要件を緩和するなど，入札者数
を増加させる方策が検討されることが望ましい。

総務部契約課
　入札参加数が結果として少なかった案件もある
が，工事については，一般競争入札で実施してお
り，入札者数を限定するものではないと考えてい
る。
　また，市内の業者数が少ない場合については，
地域要件に市外を加えるなどして実施している。

　市営住宅の退去修繕及び計画修繕における畳修
繕について，修繕内容により分類された４つの規
格についての修繕単価の見積書が９つの業者から
提出されているが，４つの規格それぞれに対する
単価が全ての業者から提出された見積書において
完全に一致しているという極めて不自然な内容と
なっており，競争性の確保や見積価格の適切性が
損なわれている可能性がある。
　旭川市は，畳修繕を行っている業者への聞き取
り調査を行った上で，全ての対象事業者に平等に
修繕機会を提供するなどの対応を取っているが，
その対応が状況の打開に有効に機能しているとは
言い難い。
　この件については，各見積単価の詳細な内容の
提出も求める等の対応を取り，適切な見積価格の
提出を促すことが必要であり，その上で状況が改
善しない場合は，市の小規模修繕契約希望者登録
制度に登録している他の事業者など，現在の見積
提出業者以外への発注も視野に入れて対応を検討
すべきではないだろうか。

建築部市営住宅課
　令和４年度から，畳修繕の発注業者を一般修繕
希望事業者又は小規模修繕契約希望者の中で，市
営住宅の畳の修繕を希望する者の中から，ランダ
ムに選定した２者による見積合せにより決定する
方法に変更することで，競争性を確保している。

　　　（２）工事契約

　　　　　　ａ）畳修繕に関する見積金額について

　　　　　⑤監査結果と意見

　　　Ｅ．連帯保証人について

　　　　　　①連帯保証人への通知等の徹底について

　　５．歳出（工事・修繕・委託契約）

　　　　　　ａ）競争性の確保について

　　　（３）修繕

　　　　（１）概要

　　　　　⑤監査結果と意見
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意見の概要 意見に対する考え方

　計画修繕は対象となる設備等の状況にかかわら
ず定期的に修繕が行われるものであるが，実際に
は修繕の必要がない設備等についても修繕が実施
される可能性がある。
畳取替については他の計画修繕と異なり，畳の劣
化状況に応じて修繕を行うことで十分ではないか
と考えられるため，計画修繕の対象には含めず，
退去修繕若しくは緊急修繕により対応することが
適切ではなかろうか。

建築部市営住宅課
　国土交通省大臣官房官庁営繕部が監修している
「建築物のライフサイクルコスト」では，畳の表
替等の修繕周期は10年，取替の計画年数は30年が
目安とされている。
　この目安を考慮するとともに，損耗した畳の更
新が適切に行われず，畳床下地等の損傷が生じ，
修繕費が過大となることを回避するために，長期
的な計画に基づき，20年から30年に一度のペース
で，各団地の畳取替修繕を実施してきており，今
後も計画修繕を実施する。

　公有財産台帳において，平成27年度に北海道か
ら購入した豊岡５条１丁目の２筆の土地につい
て，建物の有無が「不明」となっている。この点
について，土地取得時に建物はなかったのである
から，「無」との記載に変更するべきである。

建築部市営住宅課
　建物の有無を「無」に修正した。

　旭川市における現行の取扱いとして，既存の公
有財産のうち，不動産に何らかの修繕工事が実施
されたとしても，その工事の結果，当該不動産の
面積増加が伴わない限り，工事内容にかかわら
ず，新たな財産の取得として公有財産台帳に登録
されることはない。また，旭川市公有財産規則で
は，修繕に関する台帳登録についての規定はな
い。
　旭川市の公有財産を適切に把握し管理するため
にも，国有財産台帳の取扱いや企業会計の取扱い
等を参考にしつつ，財産価値及び耐用年数の増加
を伴う修繕，いわゆる資本的支出について，公有
財産台帳へ登録することが望ましい。

総務部公共施設マネジメント課
　公有財産台帳は，主に数量面を中心とした財産
の運用管理，現状把握を目的として備えており，
資産価値に係る情報の把握が前提とされていない
ため，旭川市では簿価主義により台帳管理を行っ
ている。
　資本的支出を反映させた台帳としては，総務省
の指針に基づき，地方公会計制度に係る財務書類
の一つとして，固定資産台帳を備えており，資産
増減については年度毎に整備するこの台帳に反映
している。

　大雨による被害は近年増加し続けており，また
全国どこでも起こり得るものであることから，令
和３年12月16日に浸水が想定される地域の市営住
宅の入居者に対し，注意喚起文を回覧及び掲示す
ることで，洪水・浸水被害に対する啓発活動を
行ったところである。

建築部市営住宅課
　令和３年12月16日に洪水浸水想定区域にある市
営住宅の入居者に注意喚起文を回覧及び掲示し
た。今後も浸水が想定される市営住宅の入居者に
対し注意喚起を行う。

　　　　　　ｃ）計画修繕の対象について

　　７．リスク管理

　　６．財産管理

　　　（６）監査結果と意見

　　　　　④豊岡５条１丁目の土地について

　　　　　⑤資本的支出の公有財産台帳への登録について

　　　（５）監査結果と意見

　　　　　③水害対策について
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意見の概要 意見に対する考え方

　前回（令和元年度～令和３年度）の受託事業者
を選定するに当たって開催された審査会の委員は
5名であったが，当該審査会で各委員が記載した
採点表を確認したところ，行政担当者の評価点よ
りも外部の学識経験者等の評価点の方が相対的に
低かった。
　このような結果となった理由を断定することは
できないが，行政担当者の評価点よりも外部の学
識経験者等の評価点の方が相対的に低かったとい
うことに着目する必要があると考える。市営住宅
管理業務の実施に当たっては，行政サイドの評価
も当然重要ではあるが，市営住宅の存在意義から
考えたとき，外部の意見を考慮することも同様に
重要であろう。
　そこで現在5名で構成されている審査会の委員
の構成を見直し，少なくとも過半数は外部の学識
経験者等とすることや，場合によっては委員の定
数を見直すことは検討に値するのではないかと考
える。それにより，審査会の議論はより一層透明
性が確保されたものになるのではなかろうか。
　なお，次期（令和４年度～令和６年度）の受託
事業者を選定するに当たって開催される審査会の
委員の構成について，過半数を外部の学識経験者
等とする見直しが行われたことを申し添える。

建築部市営住宅課
　令和３年度に実施した審査会では，委員の構成
を学識経験者等の委員数を２名から３名に，行政
担当者の委員数を３名から２名に見直した。

　旭川市において，市営住宅に指定管理者制度を
導入することの検討は最近になって始まったわけ
ではなく，かなり前から検討はされてきた。
　令和３年10月の検討資料を確認したが，数値に
基づいた検討が行われており，今後も同様の検討
を継続していくべきである。今後，検討の結果，
指定管理者制度の導入メリットが大きくなること
もあり得るかもしれない。仮に指定管理者制度を
導入するのであれば，例えば，市営住宅全体に対
して一括して導入するという方法だけではなく，
段階的に導入していくといった方法や，特定の業
務に対して導入するといった方法も考えられるで
あろう。
　今後も，市営住宅の望ましい管理方法について
検討を継続していただきたい。

建築部市営住宅課
　令和４年度から令和６年度の３年間について
は，管理業務委託と指定管理者制度のメリット・
デメリットの比較検討を行った結果，管理業務委
託を継続することとしたところであり，今後もそ
れぞれの方式の比較検討を行いながら，望ましい
管理方法についてその都度決定する。

　　　　　　ａ）市営住宅管理の今後の方向性について

　　８．市営住宅の管理方法

　　　（６）指定管理者制度導入の検討

　　　　　③受託事業者決定までのプロセス

　　　　　　ｃ）監査結果と意見

　　　　　　　イ　審査会の委員の構成について

　　　　　⑦監査結果と意見

　　　（５）旭川市における市営住宅の管理方法
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意見の概要 意見に対する考え方

　総合的な空家対策の推進のためには，特定の部
局の対応のみで十分とは言えず，庁内の関係部局
間の情報共有と連携が求められるものであり，旭
川市空家等対策計画においても明記されており，
庁内における情報共有と連携を基本方針として定
めている。また，具体的な施策において，庁内関
係部局との連携を図り有効な対策を検討するとさ
れており，さらに実施体制において，庁内関係部
局から構成する連絡会議を設置しているほか，事
案に応じて各部局が空家等に関係する業務を担当
するとされており，関係部局との連携が重要であ
ると思われる。
　空家等対策連絡会議の構成員となっている各部
課は，空家対策について，縦割り意識を排除し，
当事者意識を持って取り組むべきである。これ
は，今後策定される次期計画を遂行する上でも同
様である。
　旭川市空家等対策計画の趣旨に立ち返り，庁内
の関係部局間の情報共有と連携の重要性を再認識
し，効果的な空家対策に取り組んでいくことを望
む。

建築部建築指導課
　意見を踏まえ，庁内関係部局から構成する「旭
川市空家対策連絡会議」の情報共有と連携の強化
に努めていくこととした。

　特定空家等の所有者等に対して勧告した場合
は，当該特定空家等に係る敷地について，固定資
産税等の住宅用地特例の対象から除外されること
となるが，勧告の対象となった事例３件のうち１
件について，一筆の敷地内に賃貸物件が２棟建
ち，うち１棟が勧告対象である事例があり，固定
資産税の課税状況を確認したところ，一筆全体が
住宅用地特例の対象となっていた。これは従来か
ら，特例対象となるか否かは，一筆を一単位とし
て判断していたためとのことである。しかしこの
取扱いでは，特定空家等が発生しているにもかか
わらず，依然として住宅用地特例が適用されるこ
ととなり，特定空家等の所有者等に対するけん制
効果が弱まることになるであろう。
　上記のような事例の場合，勧告対象の建物と不
対象の建物の延床面積比で敷地を案分するなどし
て，敷地のうち一部を住宅用地特例の対象から除
外することを検討するべきであると考える。

税務部資産税課
　他都市の状況や外部専門家の意見を踏まえて内
部で検討をした結果，今後意見のとおり勧告対象
の建物と不対象の建物の延床面積比で敷地を案分
するなど，敷地のうち一部を住宅用特例の対象か
ら除外することとした。

　　　（２）固定資産税等の住宅用地特例の適用除外について

　　１０．監査結果と意見

　　　（１）関係部局間の情報共有と連携の徹底について

　Ⅱ．空家対策
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意見の概要 意見に対する考え方

　一般的に，住宅が建っている土地は，「住宅用
地特例」により固定資産税の負担が抑えられる
が，住宅を解体すると，土地を住宅以外の用途に
利用することもできるため土地の利用価値が上が
り，「住宅用地特例」は適用されなくなってしま
う。この取扱いが存在するため，空家が発生して
いるにもかかわらず，空家を解体せず放置してい
る事例は多いと思われる。
　この点について，旭川市において，何らかの負
担軽減策を検討することがあっても良いのではな
かろうか。経済的な理由で空家の解体をためらっ
ている所有者には，制度の緩和は一定の効果があ
るものと考える。
　他都市の事例等を参考に，空家解体後の固定資
産税負担軽減策は検討に値するものと考える。

税務部資産税課
　本市においては，管理不全となる前に適切に空
家を取り壊した所有者と，管理不全となり特定空
家の勧告を受けてから空家を壊した所有者では後
者の方が税の負担を軽減されることになり，公平
性の観点から現時点では実施困難と考えることか
ら，現状の取扱いとすることとした。

　空家については，発生してしまった空家に対す
る事後対処的な施策も重要であるが，空家の発生
を未然に防ぐための予防的な施策はより重要であ
ろう。そのような考え方の下開催している空き家
無料合同相談会は大変有意義な施策である。この
相談実績の件数が多いからと言って空家の発生を
未然に防げるわけではないが，相談することが契
機となり，空家発生の抑制に貢献することはあり
得るであろう。所管部局としても相談実績を増や
したい意向を持っているようである。
　例えば相談日の増設や開催時間帯の工夫，関係
団体を通じたＰＲなど，相談実績がより増える方
策を検討していただきたい。

建築部建築指導課
　空き家無料相談会の開催については，関係団体
と協議の上，相談実績の増加につながるよう開催
やＰＲの方法を改善していくものとし，今年度
は，従前のＰＲに加え特定空家等の所有者等に開
催案内を送付した。

　②計画の目標・評価指標に対する進捗状況によ
れば，指標のうち「第８次旭川市総合計画等によ
る指標」が目標を達成できていないことになる。
当然であるが目標は達成できることが望ましく，
達成できなかった場合には，そもそも目標値が適
切であったのか，指標が適切であったのかの分析
に加え，達成できなかった要因を分析し，今後の
施策に生かさなければならないであろう。

建築部建築指導課
　総合計画等等による指標については令和２年度
に見直し，崩壊・損壊等の危険性のある空き家の
数（棟）としており，過去のデータ等を分析して
目標値を定め，把握している空き家の危険度等に
よる評価から客観的に算出される指標とした。な
お，成果指標について，今後，年度毎に達成度や
要因を分析しホームページ等で公表していく。

　　　　　③監査結果と意見

　　　（６）旭川市空家等対策計画

　　　　　　ａ）目標未達成の評価指標について

　　　（３）空家解体後の固定資産税負担軽減策の検討について

　　　（４）空き家無料合同相談会について
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指摘事項 措置状況

　公有財産台帳において，昭和30年９月30日に取
得した第１永山団地の宅地9,211.18㎡について，
評価額及び評価単価が0となっている。旭川市公
有財産規則第58条第３項第４号において，公有財
産の価格を台帳に記載することが求められている
ため，当該記載が必要である。
　また，旭川市公有財産規則第61条第１号では，
台帳に記載すべき価格として，新たに取得した土
地，建物，工作物等については，購入価格，建築
価格，収用に係る補償価格又は交換時の評定価格
により記載することが求められている。当該土地
は購入により取得したものであるから，購入価格
により記載するべきものであるが，当時の購入価
額資料が保存されていない可能性があり，保存さ
れていない場合は同条第2号に従い，適正な時価
を考慮して算定した価格により記載すべきであ
る。

建築部市営住宅課
　令和５年度の仮評価額にて記載した。

　　　　①第１永山団地の宅地について

令和３年度包括外部監査の結果に関する報告書

(住宅行政に関する事業の事務の執行について)

第４ 監査各論

　　６．財産管理

　　　（６）監査結果と意見

　Ⅰ　市営住宅
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意見の概要 意見に対する考え方

　現状の実務では，入居者の所得が申告漏れや
誤りにより修正され，結果的に住民税が増加す
ることとなった場合でも，あくまでも前々年の
当初所得に基づく家賃が継続され，家賃の見直
しは行われない。この点について，本来の所得
水準に基づいた家賃ではなく，不当に低い家賃
で入居することがあってはならず，入居者間の
公平性を保つため，適時に家賃の見直しを行う
べきであると考える。

建築部市営住宅課
　課税台帳と収入申告とに乖離がある場合，法
第34条に基づき入居者から収入状況について再
度報告させることはできるが，修正申告を強制
することは困難である。しかしながら乖離があ
ると判明した場合は，入居者へ修正申告をする
よう働き掛けていく。

　算定結果の正確性が担保されるのであれば，
専用システム外のワークシートの作成は廃止
し，専用システムに一本化することで，場合に
よっては業務効率化を図ることができるであろ
うと考える。

建築部市営住宅課
　家賃制度の改正による経過措置が継続してい
るなどシステムで算定できないものがあるた
め，経過措置終了までは，現行の手法を継続
し，その後システムに一本化する。

　今後も口座振替による納付をより積極的に勧
めていくとともに，他自治体で既に導入されて
いる，WEB上やキャッシュカードで口座振替の手
続ができるサービスの利用などについても検討
されたい。また，民間による賃貸住宅の家賃で
もまだ一般的ではないが，クレジットカードに
よる支払方法も検討の余地があると思われる。
　一方，利便性を高めたことによる納付率の向
上と掛かるコストが見合うかも慎重に検討し，
更なる納付率の向上を目指すべきである。

建築部市営住宅課
　コンビニ収納など新たな支払方法の導入にあ
たっては，導入時に係る市営住宅管理システム
の改修費等（約700万円）及び継続的に必要なシ
ステム使用料（月額11,000円）や利用手数料
（１件当たり約59円）の経費が増加する。
　支払方法が増えることによる市民の利便性は
向上するが，令和３年度の現年度家賃の収納率
は99.56％であり，収納率の向上は限定的である
と考えられるため，現状では新たな支払方法の
導入は行わない。

第４ 監査各論

　　２．家賃決定

　　　（５）監査結果と意見

　Ⅰ　市営住宅

　　　　②入居者所得の修正等への対応について

　　３．徴収事務・滞納債権管理

　　　Ｂ．収納事務・滞納債権管理

令和３年度包括外部監査の結果に関する報告書

(住宅行政に関する事業の事務の執行について)

　　　　④家賃算定における業務効率化について

　　　　（５）監査結果と意見

　　　　　①納付率の更なる向上のための多様な支払方法の検討について
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意見の概要 意見に対する考え方

　担当者による現金での回収は，回収額が少額
になるケースもあり，回収に掛かる人件費等の
コストとの見合いが取れていない場合もある。
法的措置まで掛かる期間を短縮し，このような
滞納者に対しては納付方法を遵守しない状態が
続くならば，法的措置まで速やかに行う必要性
もあると思われる。

建築部市営住宅課
　法的措置までにかかる期間を短縮できるよ
う，滞納者への対応に関する基準の整理や見直
しを行い，要綱等の改正を行った。

　連帯保証人への通知については，「旭川市営
住宅使用料等滞納整理等事務処理要綱」で，
「市長は，家賃の滞納月数が４月以上である滞
納者の連帯保証人に納付指導依頼書（様式第３
号）を送付することがある。」と規定されてい
るが，この規定では，送付しないことも許容さ
れるように解釈できる。
　現在は，滞納月数が４月になった場合には，
法的措置候補者等を除く連帯保証人に納付指導
依頼書を送付しているとのことであるが，連帯
保証人を求めている以上，滞納月数が４月に
なったら必ず連帯保証人にも通知を行うという
現在の対応を継続するべきである。また，事務
処理要綱においてその旨を明記することが望ま
しい。

建築部市営住宅課
　家賃の滞納月数が３月以上である滞納者の連
帯保証人に対して納付指導依頼書を送付するよ
う要綱を改正した。

　滞納家賃の請求では，『支払しなければ，最
終的には退去しなければならなくなる』という
ことが大きなプレッシャーとなりうるため，入
居中にどれだけ回収できるかが重要となる。そ
の点からも，余りに完済が見込めない返済計画
の場合には，納付計画どおりの返済中であって
も連帯保証人に債務の支払を求められるような
措置がとれないか検討すべきと思われる。

建築部市営住宅課
　完納が見込めない納付計画の滞納者について
は，収入状況等を勘案しながら，完納が見込め
る納付計画へ変更するよう，継続的に折衝を
行っている。
　連帯保証人への請求については，滞納者本人
からの納付のみでは完納が見込めない場合で，
連帯保証人の収入状況や本人との関係性等を考
慮の上，効果が見込める場合に行うこととし
た。

　　　　　②少額納付者に対する対応について

　　　　　　ａ）連帯保証人への通知について

　　　Ｃ．滞納債権に関する事務

　　　　（１）概要

　　　　　①滞納発生から法的措置候補者の選定まで

　　　　　　ｂ）連帯保証人に対する支払請求について
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意見の概要 意見に対する考え方

　法的措置候補者のうち，納付誓約を履行中の
者はそれ以上の手続には進まないことになって
おり，実務上は，納付誓約書上の支払額の２分
の１以上の支払がある場合には，納付誓約履行
中の者とみなされているが，納付誓約額は，滞
納者と担当者間で相談の上に決められた支払額
であり，本来であれば誓約どおりの支払が行わ
れなければ納付誓約履行中とは言えない。中に
は単純な納付手続漏れと思われる程度の納付遅
れのものもあるため，それらを除くとしても，
２分の１という履行基準が妥当であるか再考す
べきと思われる。

建築部市営住宅課
　納付誓約履行中とする判断基準を見直し，納
付誓約書上の支払額の３分の２以上の支払いが
ある場合を履行中とすることとした。

　現在，和解の際の返済条件には，分割納付の
最低額や返済期間の上限年数などについて何ら
制約がないため，返済期間が10年程度と長期に
及ぶものもある。
　和解自体，旭川市としては労力を要して行う
手続であり，さらにこれまでに何度も納付誓約
を破ってきた滞納者であることからも，和解に
条件を付すことも検討して良いと思われる。

建築部市営住宅課
　
和解条件の基準を要綱で定めた。なお，和解条
件の基準は次のすべてを満たすものとする。
（市長が特別に認める事情があるときを除
く。）
（１）滞納額を，１月あたり5,000円以上の額
（ただし，分割最終月はその限りではない。）
で分割して支払い完納すること。
（２）滞納額を，120月以内に分割して支払い完
納すること。
（３）分割金の支払いを怠り，その額が３月分
に達したときは残金を直ちに支払うこと。
（４）前号の残金を直ちに支払わないとき，又
は家賃の支払を怠り，その額が３月分に達した
ときは，市営住宅を明け渡すこと。
（５）その他市長が必要と認める事項

　退去修繕及び緊急修繕において，複数の対象
箇所を総合的に修繕する建築一式修繕の随意契
約の対象となる事業者数は年々減少している。
対象事業者が多いということは，修繕の品質管
理や競争性の確保を図る上で重要であり，今後
も十分な事業者数を確保していくことが必要で
ある。そこで，修繕に対応することが可能であ
ろうと思われる事業者への呼び掛けや，一時的
な事由で対象から外れた事業者に対して積極的
な復帰の呼び掛けなど，対象事業者を増やす方
策を検討していくことが必要ではなかろうか。

建築部市営住宅課
　建築一式修繕事業者数を確保するために，一
時的な事由で市営住宅の修繕を行わなくなった
事業者に対する呼び掛けをこれまでも随時行っ
ており，今後も行っていく。
　また，旭川建設業協会などの各建築関係団体
に対して，修繕事業者確保に係る要請を行っ
た。

　　　（３）修繕

　　　　　②法的措置候補者の選定から法的措置対象者の選定まで

　　　　　　ａ）納付誓約の履行基準の考え方について

　　　　　③法的措置対象者の選定から強制執行の申立てまで

　　　　　　ａ）和解に条件を付すことの検討について

　　５．歳出（工事・修繕・委託契約）

　　　　⑤監査結果と意見

　　　　　ｂ）退去修繕及び緊急修繕における建築一式修繕の実施業者について
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意見の概要 意見に対する考え方

　藤岡団地の宅地の一部及び緑が丘東団地の宅
地の一部は寄附受入れにより取得した土地であ
るが，当該土地の評価額に関する根拠資料を求
めたところ資料が残っておらず，台帳にも算定
根拠が記載されていなかった。
　寄附受入財産など，取得価額が把握できない
財産については，旭川市公有財産規則第61条第2
号において適正な時価を考慮して算定した価格
による記載が認められているが，規則に従って
算定した価格により記載した場合であっても，
事後的な検証を可能としたり，不適切な価格で
の記載を防ぐためにも，算定根拠を台帳に記載
しておくことが望ましい。
　また，同規則第61条の「適正な時価を考慮し
て算定した価格」という文言は非常に不明瞭で
あるため，当該規則を補う細則等を作成し，台
帳管理業務の標準化を図る必要があるのではな
かろうか。

行財政改革推進部公共施設マネジメント課
　公有財産事務の手引を改正し，公有財産規則
第61条第2号の規定により，台帳価格を適正な時
価を考慮して算定する場合は，土地及び建物に
ついては旭川市行政財産の目的外使用許可に関
する使用料徴収条例別表に定める適正な価格を
算出し，工作物については行政財産の目的外使
用料（工作物）算定基準２(１)による方法で算
出すること，この場合，台帳の備考欄に算定方
法及び公有財産規則第61条第2号を適用した理由
を記載することを定めた。

　市営住宅の保険に関しては，市営住宅のみで
保険をかけているわけではなく，公共施設マネ
ジメント課で，市所有の建物をまとめて管理し
て保険をかけている。
　現在，契約している保険は，地震による被害
には対応しておらず，また現在契約している保
険事業者では，地震による被害を対象とする保
険は用意されていないとのことである。
　たしかに旭川市の過去の地震の発生回数や今
後の発生確率も他の地域と比べても著しく低い
ものとなっているが，これまで，地震保険への
加入に関しては検討されたことがないとのこと
なので，一度その必要性について公共施設マネ
ジメント課も交えて検討することも必要と思わ
れる。

建築部市営住宅課
　本市の公有財産に付する損害保険は，旭川市
公有財産等損害保険事務取扱基準において，原
則として，公益社団法人全国市有物件災害共済
会（以下，共済会という。）と契約することと
しており，当該共済会の建物損害共済には，地
震災害見舞金制度があり，上限はあるものの共
済責任額の15％を限度に交付する内容である。
　また，国土交通省の公営住宅整備事業等補助
要領では，既設公営住宅復旧事業として，災害
により滅失又は著しく損傷した公営住宅等の補
修に要する費用の補助が定められている。
　さらに地震保険は火災保険に付帯して加入す
る必要があり，民間の火災保険と地震保険の保
険料は過大となると想定される。
　以上から，地震保険へは加入しない。

　　６．財産管理

　　　（６）監査結果と意見

　　　　③寄附受入財産等の取得価額を独自に算定した財産について

　　７．リスク管理

　　　（５）監査結果と意見

　　　　②保険について
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意見の概要 意見に対する考え方

　市営住宅の役割を達成するためには，必要な
整備が可能な限り遅滞なく，また過不足なく行
われることが求められ，その整備を行うために
は財源の確保が重要である。
　財源については，入居者から徴収する家賃や
市債などによって賄うことになるが，今後，こ
れらの歳入が想定どおりに確保できるとは限ら
ない。一方，市営住宅の老朽化などにより建替
えや維持管理コストは今後増加していくことも
考えられ，その財源の確保は重要な課題となる
であろう。
　そこで，旭川市においては現在，市営住宅に
関する事業の財源に充てるための基金を設置し
てはいないが，今後，設置を検討することが
あっても良いのではないかと考える。
　現状，市営住宅の家賃等の歳入は，市営住宅
に係る経常的な歳出を上回っているが，これは
大半が過去の起債の償還財源になるものと思わ
れ，歳入超過分を基金の積立財源とすることは
難しいかもしれない。しかし今後，用途を廃止
した土地の譲渡又は賃貸借に伴う収入が発生す
ることはあり得るかもしれず，収入を財源とし
て基金を積み立てることはあっても良いであろ
う。基金とすることにより，少額ではあるが一
定の運用収益の獲得にもつながるであろう。

建築部市営住宅課
　市営住宅の老朽化などによる維持管理コスト
の財源確保は，課題であると認識している。
　市営住宅を用途廃止した後の土地の売却は，
総務部に所管換えした後に行っており，その売
却金は，様々な財源不足に備えるため，財政調
整基金等に積み立てている。
　土地の売却金を市営住宅に関する特定の財源
として基金を設置し積み立てることは，本市の
厳しい財政運営上，困難である。

　今後，市営住宅に関する事業の財源に充てる
ための基金を設置することは検討に値するもの
と考える。

　　９．その他事項

　　　（１）基金設置の可能性について
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意見の概要 意見に対する考え方

　当補助事業に対しては市民等から一定程度の
評価が得られていると思われる。また発生して
しまった空家が放置されることには様々な弊害
があることは前述したとおりである。そのた
め，空家の除却をより促進するためにも補助金
予算枠の拡充，及び補助件数を増やすことを検
討することが望ましいと考える。
　実際に近年の補助金交付状況の推移を見る
と，申請件数に占める交付実績件数は少ない。
これは審査の結果，交付要件に合致しなかった
ためではあるが，市民等からのニーズに補助金
交付が見合っていないとも言えるであろう。令
和３年度より補助事業交付要綱が見直された
が，更なる要件等の見直しにより交付対象の拡
大を検討すべきである。
　例えば，令和３年度より適用されている補助
事業実施要綱では，特定空家を補助対象とする
見直しが行われたが，現状では建物の老朽化度
合いが補助金交付審査に当たっての主な評定項
目とされ，落雪被害の影響は考慮されていな
い。
　そこで，落雪評価も評点対象に加えることに
より補助対象が拡充され，補助金交付も増える
のではないかと考えられる。

建築部建築指導課
　予算枠は現状の要件下の件数では必要がない
ので拡充しない。要件の見直しについては落雪
の影響を考慮することとしたが，その他要件の
緩和は当該補助が私的財産の処分への補助で相
応の高い制限が必要と考えているため現状行う
必要がないと判断し，引き続き市民のニーズや
対応の必要性にあった要件については随時検討
していく。

　Ⅱ　空家対策

　　10．監査結果と意見

　　　（５）不良空き家住宅等除却費補助事業

　　　　③監査結果と意見

　　　　　ａ）補助金交付対象の拡充について
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意見の概要 意見に対する考え方

　入居予定者が入居辞退する場合，所管部局は
入居予定者から市営住宅入居申込辞退届の提出
を求め，その辞退に至った理由の記載を求めて
いるが，当該辞退届をサンプリングして確認し
た結果，「同居者からの承諾が得られない」，
「入居予定者が物件の下見を行った結果，物件
に対する自身のイメージとの乖離があった」と
いった辞退理由があった。
　なお，辞退に至った理由の記載がない，白紙
の辞退届の提出も散見された。
　このような辞退理由に鑑み，今後改善すべき
課題として以下のような事項が挙げられるであ
ろう。
　第１に，募集物件の室内写真をウェブサイト
に掲載するなど，入居希望者が抱くイメージ
と，実際の物件状況の乖離を可能な限り小さく
するよう努めるべきである。
　第２に，入居予定者が辞退するに至った理由
を的確に把握することは，市営住宅に対する市
民のニーズに応え，ひいては入居率の向上の観
点から重要であろう。辞退届には，入居辞退に
至った理由の記載を必ず求めることも必要であ
る。

建築部市営住宅課
①ウェブサイトへの掲載
　募集住戸のイメージとの乖離による入居辞退
を抑制できるよう，写真を掲載し，ウェブサイ
トにおける住戸情報を充実させている。
②辞退の理由の把握
　辞退届の理由欄への記載は，必ず求めるよう
徹底しており改善している。

　旭川市では，入居決定者は，原則として市長
が指定する日までに一定の要件を具備する連帯
保証人が連署した市営住宅入居請書及び連帯保
証人の印鑑証明書の提出を義務付けている。
　一方，改正民法の施行及び国土交通省の標準
条例（案）の改正の趣旨を踏まえ，令和２年４
月１日に規則を改正し，特別の事情があると市
長が認めた者に対しこれらの書類の提出義務を
免除することとして，連帯保証人の免除要件を
拡大するとともに，連帯保証人の資格要件から
市内居住要件と収入要件を削除し，その要件を
緩和している。
　近年，単身高齢者が急増することを踏まえる
と，個人としての保証人を確保することが一層
困難になることが想定されることから，保証人
に代えて緊急時の連絡先の登録を求めるととも
に，法人による家賃債務保証により入居を認め
ることも検討するべきである。

建築部市営住宅課
①本市では，原則，連帯保証人を必要としてい
るが，特別な事情があり，連帯保証人の確保が
困難な場合は，申請により免除することとして
いる。
　連帯保証人の免除の申請に当たっては，緊急
時の連絡先を求めている。
②家賃債務保証会社の活用については，入居者
の家賃の支払等が担保されるメリットはある
が，入居者にとって，保証料負担や保証会社の
審査に通らない可能性があるなどのデメリット
もある。
　本市では令和２年に規則を改正し，連帯保証
人の免除規定の拡大と資格要件の緩和を行い，
入居者が保証人を確保することが困難になる場
合について，申請により免除するなど一定の措
置を講じており，入居者の負担等を考慮し，現
状において，法人による家賃債務保証を導入す
る必要性はないものと捉えている。

令和３年度包括外部監査の結果に関する報告書

(住宅行政に関する事業の事務の執行について)

第４ 監査各論

　Ⅰ　市営住宅

　　１．募集・入居審査事務

　　　（１１）監査結果と意見

　　　　②入居予定者の入居辞退への対応について

　　　　⑤連帯保証人の確保が困難な入居希望者への対応について
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意見の概要 意見に対する考え方

　退去時には，入居者が自己の負担において残
置物を処理することが原則である。しかし，そ
のまま放置して退去されてしまうケースがあ
る。
　残置物の所有権は入居者にあるため，旭川市
は無断で処理することができない。旭川市とし
ては，まず入居者や連帯保証人等に処理するよ
う指示するものの，その指示に従わない場合に
は，残置物処理に関する同意書を提出しても
らった上で，旭川市が市費で処理する。
　この処理費用については，一旦旭川市が負担
するとしても，本来は入居者や連帯保証人等が
負担すべきものである。そのため旭川市は，入
居者や連帯保証人等に対して処理費用に関する
債権（請求権）を有していると言える。しかし
現状の実務において，この請求権を行使してい
るかと言えば必ずしもそうではなく，入居者や
連帯保証人等が費用負担を拒むケースがある。
そのような場合，請求すること自体が難しいこ
とは理解できるが，そのような状況においても
旭川市としては，請求可能な債権として認識す
ることが適切な実務であるし，また所管部局内
での情報共有も必要であろう。
　退去者の残置物処理費用の取扱いについて，
今後，旭川市としての考え方や取扱いを改めて
検討することが望ましい。

建築部市営住宅課
　退去者の残置物への対応方針「旭川市営住宅
における単身入居者死亡による残置物の取扱
い」を策定した。

　滞納債権に関して，一元管理の体制を築くま
でには時間と労力を要するであろうが，効率的
な事務の執行のためにも，また，滞納債権を少
しでも回収するためにも，債権管理の専門部署
の設置について一度検討すべきであると思われ
る。

建築部市営住宅課
　市営住宅の滞納家賃については，市営住宅に
入居中の者によるものがほとんどであるため，
債権管理の専門部署を設置し対応するよりも，
入居者に係る様々な情報を把握している担当課
において債権回収を行う方が効果的であると判
断した。

　　　　　⑦退去者の残置物処理費用について

　　３．徴収事務・滞納債権管理

　　　Ｃ．滞納債権に関する事務

　　　　（１）概要

　　　　　⑤滞納債権の管理・回収業務全般に関わる事項

　　　　　　ａ）債権管理部署の設置について
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意見の概要 意見に対する考え方

　特定公共賃貸住宅の空家について所管部局
は，高額所得者への住み替え先として提案した
り，定期募集及び随時募集での募集を行ってき
たものの，申込者がいない状況が続いている。
この要因について一概には言えないが，市内の
民間賃貸住宅市場が成熟しており，民間賃貸住
宅との家賃や設備の比較で，特定公共賃貸住宅
へのニーズが低いことが考えられるかもしれな
い。
　一方で，公営住宅については，募集倍率が高
く，希望どおりに入居できない住宅も存在する
のが現状である。
　そこで，公営住宅への入居ニーズを満たす観
点からも，今後，特定公共賃貸住宅については
公営住宅への転換が可能か否か検討を行い，可
能であれば廃止の上，公営住宅へ転換すること
が望ましいであろう。

建築部市営住宅課
　特定公共賃貸住宅を公営住宅に転換（転用）
することは，法的に困難なものであったため，
現状維持とする。

　　９．その他事項

　　　（２）特定公共賃貸住宅の今後の方向性について
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